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◆例年通り自民党税制調査会は11月下旬にも総会を開催
し、本格的な税制改正議論をスタートさせる。今年は12
月14日（木）頃を目途に税制改正大綱を取りまとめる模
様だ。◆平成30年度で注目される事業承継税制の大幅な
見直しや、電子申告制度の拡充などの項目はすんなりと

実現することになりそう。ただ、平成30年度は固定資産税の3年に
1度の評価替えの年だが、土地に係る固定資産税の負担軽減措置の
存続については、大綱の取りまとめまで議論が続くことになりそう
だ。◆昨年は非上場株式や広大地評価の見直しなどのサプライズ項
目があったが、今年は何が飛び出すか今から楽しみだ。� （MIN）
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今 週 の 専 門 用 語

国税庁実績評価書

国税犯則取締法（国犯法）
　いわゆる脱税といった国税に関する犯則事件の調査等（査察制度）の手続きを定
めた法律のことである。昭和23年を最後に大幅な改正がなされておらず、近年の経
済活動のICT化などにより脱税金額の立証等に必要な客観的証拠の収集が一層困難に
なっているとの指摘がなされていた。これを踏まえ平成29年度税制改正では、刑事
訴訟法を参考として電磁的記録の証拠収集手続きの整備を行うほか、調査手続等を整
備し、規定を現代語化した上で国税通則法へ編入されることになった（国犯法は廃止）。

固定比率ルール
　個別企業の純支払利子がその企業の「EBITDA（課税所得＋純支払利子＋減価償
却費＋特別償却）」に固定比率（10～30％）を乗じた金額を超える場合、その超え
る部分の額を損金不算入とするルール（行動4）。BEPS最終報告書では、固定比率
ルールで損金不算入となった部分に「EBITDA×グループ比率（グループ全体の純
支払利子÷グループ全体のEBITDA）」を乗じた額の損金算入を認めるオプションも
提案されている。

　財務大臣は、中央省庁等改革基本法16条6項2号に基づき、国税庁が達成すべき
目標に対する実績を評価し公表することとされている。実績目標等を掲げた上、それ
ぞれの達成状況について「S＋」～「C」の各区分で評定する。平成28事務年度で
は、「B」（進展が大きくない）評定として「電子申告等ICTを活用した申告・納税の
推進」が挙げられている。e-Taxの利用状況（所得税及び消費税（個人）の国税申告
2手続）や利用満足度の実績値が目標値を下回ったことが理由となっている。
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